
第三次北海道消防広域化推進計画【概要版】

１ 自主的な市町村の消防の広域化等をめぐる動き

○消防庁告示「市町村の消防の広域化に関する基本指針」の改正（平成30年3月）

・消防力の維持・強化に当たって消防の広域化を推進し、小規模消防本部の体制強化を図る

・概ね10年後の消防体制の姿を見通し、消防事務の一部について柔軟に連携・協力する

２ 本道における消防の現況及び将来見通し

（１）消防の現況

火災の発生状況 平成29年中の出火件数は1,689件、10年前と比較し▲32.7%

救急業務の状況 平成2９年中の出動件数は25万3,148件、10年前と比較し＋16.3%

消防本部の状況 平成29年4月現在、58本部[単独消防 22、組合消防 36]

消 防 職 員 数 平成29年4月現在、消防職員数は9,164人、10年前と比較し、＋1.1％

（２）本道における管轄人口の将来見通し

人口問題研究所の推計では、2045年の本道の人口は、約400万人となり、65歳以上の人口割合は4割

を超えるとされ、小規模の消防本部はさらに規模が縮小していくことが見込まれる。

３ 本道における自主的な消防の広域化等に関する基本的な考え方

（１）本道における消防を取り巻く地域事情

広域化を実現した消防本部は、スケールメリットを活かし、初動体制の強化、効果的な部隊運用、予防業

務の専門化、出動体制の見直しによる現場到着時間の短縮等の成果が現れている。

一方、広大な本道においては、消防署所間の距離が大きいこと、本部要員が警防要員を兼務していること

などから、広域化によってもスケールメリットを見いだせていない地域もある。

（２）本道における自主的な消防の広域化の取組

広域化は、限られた人材や財源を有効に活用し、体制の充実強化を図る上で、有効な手段の一つであり、

広域化により各種効果の実現が期待できる地域においては、積極的に検討を進めるべき。

（３）広域化対象市町村及びその組合せ

広域化による消防体制の整備及び確立は、全ての市町村が検討すべき課題であるとの観点から、道内全て

の市町村を広域化対象市町村とする。

広域化の組合せについては、地域において最も効果的な組合せを協議・決定する上で、道は必要な調整・

助言等を行う。

（４）消防広域化重点地域（別紙のとおり）

広域化を推進するため、次に該当し、関係市町村の同意が得られた地域を「消防広域化重点地域」として

指定・公表し、国及び道が優先的に支援を行う。

・市町村が、将来的に消防防災体制の維持が困難と判断する小規模消防本部を含む地域

・これまでの地域議論等から、広域化の気運が高い地域

・広域化を希望するが、組合せが決まっていない消防本部

（５）消防の連携・協力対象市町村の組合せ（別紙のとおり）

広域化の実現に時間を要する地域においても、消防体制の充実に向け、指令センターの共同運用や車両の

共同整備などの連携・協力が必要なことから、地域の実情を考慮し関係市町村の同意が得られた地域を「連

携・協力対象市町村」として定めるとともに公表し、国及び道が優先的に支援を行う。

（６）自主的な市町村の消防の広域化等を推進する期間

本推進計画における広域化に向けた取組は、計画策定から平成36年4月1日までを期間とする。

（７）道における広域化等を推進するための取組

・市町村に対する情報提供、相談対応、市町村間の協議の推奨、仲介、調整等

・重点地域内における関係市町村間の必要な調整、助言等

・重点地域等に対する国の財政支援等を活用するための必要な調整、助言等

（８）計画の変更

消防を取り巻く社会情勢の変化や、各地域における広域化の進捗状況を踏まえ、必要に応じてこの計画を

変更する。



別紙

１　消防広域化重点地域

面積（㎢）
管轄人口

（人）

空知A 美唄市を含む地域 美唄市消防本部 美唄市 277.69 22,724

空知B 歌志内市を含む地域 歌志内市消防本部 歌志内市 55.95 3,524

渡島 長万部町を含む地域 長万部町消防本部 長万部町 310.76 5,625

計 ３地域

２　消防の連携・協力対象市町村の組合せ

札幌市消防局 札幌市

江別市消防本部 江別市

千歳市消防本部 千歳市

恵庭市消防本部 恵庭市

北広島市消防本部 北広島市

石狩市

当別町

新篠津村

後志 小樽市を含む地域 小樽市消防本部　(※) 小樽市(※)

計 ２地域

(※)組合せは検討中。

指令センターの共同運用

石狩 石狩地域 指令センターの共同運用

石狩北部地区消防事務組合
消防本部

組合せの
名称

地域名 消防本部 市町村 連携・協力の内容

組合せの
名称

地域名 消防本部 市町村
現在


